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１．事業目的と概要
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1.1 目的

H25省エネ基準から断熱性能と1次エネルギーで評価

地域性を活かした建築的省エネ技術は多岐にわたるが、評
価しているのは一部

◦ 断熱性能、日射取得性能、蓄熱性能（有無評価）、通風性能（有無評
価）

新たな建築的省エネ技術が評価できるように、熱負荷計算
法を開発し、1次エネルギー計算への組み込みを検討する
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1.2 実施体制
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全体委員会
（委員長 坂本雄三）

簡易熱負荷計算法WG
（主査 三浦尚志）

入力情報簡易化WG
（主査 三浦尚志）

感度解析システム構築
SWG

○1年目
計算方法の開発（熱伝導、表面熱流、室熱収
支）
計算時間高速化の検討
室内湿度目標値の検討
○2年目
計算方法の開発（熱伝導、表面熱流、室熱収
支）
蓄熱評価値
潜熱計算法の検討
地域特性を活かした省エネ技術の整理
○3年目
地域特性を活かした省エネ技術の評価法・モデ
ル化の検討

合同開催

○1年目
必要入力項目と省略項目補完方法の検討
計算対象室数、隣接関係、部位数の検討
○2年目
省略項目補完方法の検討
蓄熱評価特性値の検討
○3年目

○1年目
現行外皮計算機能のWEB移植（仕様書作成、テスト実施）
昨年度まで実施した項別公比法のWEB移植
○2年目
簡易熱負荷計算法WGの1年面成果のWEB化
入力情報簡易化WGの1年目成果のWEB化
○3年目
地域特性を活かした省エネ技術のモデルのWEB化

除湿計算と温熱感に関す
るヒアリング（2年目以降、
冷房潜熱 計算法SWG）

○1年目
室内湿度目標値の検討
○2年目
潜熱計算法の検討
○3年目

永田委員（首都大学東京）
長井委員（東京理科大学）
齋藤委員（足利工業大学）
宮島委員（株式会社建築環境ソリューションズ）

委員構成



1.4 実施スケジュール（調査フロー）
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項目 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

（ イ ）
熱負荷計算法の簡易化

（ ロ）
熱負荷計算における入力情
報の簡易化

全体委員会 6/27 12/5 2/17

簡易熱負荷計算法WG 6/6
6/27

7/21 9/8 10/20 1/19

感度解析システム構築SWG 6/23 7/7

入力情報簡易化WG 6/6
6/27

7/21 9/8 10/20

①非定常熱伝導計算法の検討

③湿度の目標値
等の検討

①熱負荷計算に必要な
入力項目の整理

②入力項目省略時の補完方法の検討

④計算法の高速化・
簡易化の感度解析用
システムの構築

②表面熱収支モデルの検討

④入力情報簡易化の感度解析用システムの構築（ 詳細入力版）



２．熱負荷計算法の簡易化
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2.1 目的
調査フロー

7

顕熱計算 潜熱計算

省エネ基準に
おける湿度の
目標値に関す
る調査

平成28年度

平成29年度

プログラム実装

機器特性を考
慮した水分除
去熱量の計算
法作成

要求事項の整理
①省エネ技術の効果を把握できる
程度の精度を担保したう えでの計
算の高速化
②放射を考慮した室内温熱環境の
出力
③地域性を活かした省エネ技術の
評価が可能

熱負荷計算の高速化の検討

室温・ 熱負荷計算法の特性整理
壁体非定常熱伝導計算法
①差分法
②応答係数法（ 熱流応答）
③応答係数法（ 表面温度応答）

計算法の定式化

計算法の仕様書作成

出力特性値の検討と
省エネ技術の評価可否検討

課題： 応答係数の求め方

固定公比法の検討

蓄熱評価値の検討

応答係数計算法の検討



2.2 現状の省エネ基準WEBにおける熱負荷計算法
設計住戸の毎時暖冷房負荷の計算フロー
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① 地域
② 運転スケジュール
③ 断熱水準・ 熱交換換気有無
④ 日射遮へい
⑤ 通風
⑥ 熱容量付加

冷房： 384ケース
暖房： 1380ケース

熱損失係数Q

熱負荷DB構築時の
Q値条件

熱負荷DB（ 8,760時間）

標準住戸プラン

設計住戸プラン

4点から補間

設計住戸のQ値、 μ値

標準住戸と設計住戸の床面積補正

下線の条件で2次元マップを作成

熱
負
荷

基準値計算用の
熱負荷についても同様



2.2 現状の省エネ基準WEBにおける熱負荷計算法
現行計算法の課題

新しい建築的省エネ技術を評価するたびにデータベースの
再構築が必要でメンテナンスが煩雑

年間8,760時間×4条件×暖冷房2条件＝70,080個のデータ
を読み込んで計算する処理に時間がかかっている

◦ 現状、2～3秒程度
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2.3 熱負荷計算法に求められる事項

各種省エネ技術の効果を把握できる程度の計算精度を保ち
つつ、計算速度の高速化と計算方法の簡易化を狙う

放射を考慮した室内温熱環境が出力可能

地域性を活かした省エネ技術の評価が可能なこと
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2.4 室温・熱負荷計算の高速化手法に関する検討

一般的な高速化手法
◦ 演算の回数を減らす ➝ 未知数を少なくする

◦ 大きな行列を解くのではなく、小さな行列を多段で解くようにする。

◦ ライブラリ（三角関数、Log、べき乗など）を極力使わない

◦ 同じ計算を何度も実行しない

最近のシステム環境での高速化手法
◦ 演算の並列化

◦ 実行環境の64bit化

熱負荷計算の並列化
◦ 並列化を進めれば、計算の高速化が図れるが、非定常熱伝導の計算は過去の計
算結果が必要で並列化が難しい。

◦ 基準値の計算と設計値の計算は並列化が可能

◦ 居室の負荷計算の並列化 ➝ 隣室の境界条件を決める必要がある。（隣
室温度差係数など）

◦ 並列化については同期のコストもかかるため、小規模な並列化はかえって計算
時間が長くなる場合がある。
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2.5 代表的な室温・熱負荷計算方法の特性比較
差分法 応答係数法（熱流応答） 応答係数法（表面温度応答）

基本

壁体熱伝導の解各節点の温度 室内表面での熱流 室内表面温度

対流熱伝達率の
動的変更

可能 不可能 可能

通気層の計算 可能 熱抵抗として入力 熱抵抗として入力

計算
速度

高速化の方法

分割を粗くする
壁体内部温度、表面温度と室
温・熱負荷の方程式を分離し
行列の次元数を小さくする

項別公比法

項別公比法
表面温度と室温・熱負荷の方
程式を分離し行列の次元数を
小さくする

部位の未知数の
数

差分分割数＋1 1 1

室内
温熱
環境の
計算

個々の部位表面
温度の計算

未知数として直接計算 精度よい計算はできない 未知数として直接計算

平均表面温度の
計算

個々の表面温度より面積加重
平均する

全部位合計対流熱取得より計
算（すべての部位で同じ対流
熱伝達率を使用する必要があ
る）

個々の表面温度より面積加重
平均する

仕様書

計算ロジックの
わかりやすさ

壁体分割数によっては行列計
算が必要
室内の放射の計算を行うとき
に行列計算が必要

応答係数を別途与える場合に
は四則演算程度で可能

応答係数を別途与える場合に
は四則演算程度で可能
室内の放射の計算を行うとき
に行列計算が必要

壁体構成の抽象
化

可能 可能 可能

課題 壁体の分割方法 応答係数の求め方 応答係数の求め方
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応答係数（表面温度応答）の方法で定式化を進める



2.6 表面温度応答係数を用いた熱負荷計算法
2.6.1 室内空気の熱収支式

室空気の熱収支式離散化手法：後退差分

𝑅𝑀 ⋅
𝑑𝑇𝑟𝑛
𝑑𝑡

=  

𝑘=1

𝑁𝑠

ℎ𝑐𝑛,𝑘 ⋅ 𝐴𝑘 ⋅ 𝑇𝑠𝑛,𝑘 − 𝑇𝑟𝑛

+𝑐𝑎 ⋅ 𝜌𝑎 ⋅ 𝑉 ⋅ 𝑇𝑜𝑛 − 𝑇𝑟𝑛

+𝑐𝑎 ⋅ 𝜌𝑎 ⋅  

𝑗=1

𝑁𝑟𝑜𝑜𝑚

𝑉𝑛𝑥𝑡𝑗,𝑛 ⋅ 𝑇𝑟𝑗,𝑛−1 − 𝑇𝑟𝑛

+𝑐𝑎 ⋅ 𝜌𝑎 ⋅ 𝑁𝑉 ⋅ 𝑇𝑜𝑛 − 𝑇𝑟𝑛
+𝐻𝑛
+ 𝐿𝑐𝑛 + 𝛽 ⋅ 𝐿𝑟𝑛

室空気の蓄熱

部位からの熱取得

外気流入による熱取得

隣室からの
空気流入による

熱取得
通風による熱取得

内部発熱
室供給熱量
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当該時刻の部位表面温度は
未知なのでそのままでは方
程式を解けない



2.6 表面温度応答係数を用いた熱負荷計算法
2.6.2 室内表面温度の計算（表面熱収支式）

室内表面の対流と放射熱伝達は分離する

室内透過日射熱取得は、室部位表面での発熱とする

放射暖房の発熱は室内表面発熱とする

室温
表面温

日射

放射暖房

対流

平均放射温度

放射
𝑇𝑠𝑛,𝑘

𝑇𝑟𝑛

𝑇𝑠𝑥𝑛
𝑅𝑆𝑛,𝑘

𝑞𝑟𝑛,𝑘
𝑞𝑐𝑛,𝑘

𝑓𝑙𝑟𝑘 ⋅  𝐿𝑟𝑛 𝐴𝑘 ⋅ 1 − 𝛽

= ℎ𝑐 ⋅ 𝑇𝑟𝑛 − 𝑇𝑠𝑛,𝑘 + ℎ𝑟 ⋅ 𝑇𝑠𝑥𝑛 − 𝑇𝑠𝑛,𝑘 + 𝑅𝑆𝑛,𝑘 + 𝑓𝑙𝑟𝑘 ⋅  𝐿𝑟𝑛 𝐴𝑘 ⋅ 1 − 𝛽

表面熱流 𝑞𝑛,𝑘

𝑞𝑛,𝑘 = 𝑞𝑐𝑛,𝑘 + 𝑞𝑟𝑛,𝑘 + 𝑅𝑆𝑛,𝑘 + 𝑓𝑙𝑟𝑘 ⋅  𝐿𝑟𝑛 𝐴𝑘 ⋅ 1 − 𝛽
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𝑘：部位番号

𝑛：時刻

= ℎ𝑖 ⋅ 𝑇𝑠𝑛,𝑘 − 𝑇𝑒𝑖𝑛,𝑘

𝑇𝑒𝑖𝑛,𝑘 =
ℎ𝑐

ℎ𝑖
⋅ 𝑇𝑟𝑛 +

ℎ𝑟

ℎ𝑖
⋅ 𝑇𝑠𝑥𝑛 +

𝑅𝑆𝑛,𝑘
ℎ𝑖
+
𝑓𝑙𝑟𝑘 ⋅  𝐿𝑟𝑛 𝐴𝑘 ⋅ 1 − 𝛽

ℎ𝑖

𝛽：放射暖房対流比率
𝑓𝑙𝑟𝑘：放射暖房放射成
分部位吸収比率



2.6 表面温度応答係数を用いた熱負荷計算法
2.6.2 室内表面温度の計算

励振：室内表面熱流・屋外温度

応答：室内表面温度

畳み込み演算の高速化：項別公比法

応答係数：別計算とする（試算は松尾の留理定理による方
法でラプラス逆変換） 1 2 3 Ni

室内 屋外

... ...

表面温度応答

熱流励振

温度励振
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𝑇𝑠𝑛,𝑘 = 

𝑗=0

∞

𝜙𝐴,𝑗,𝑘 ⋅ 𝑞𝑛−𝑗,𝑘 + 

𝑗=0

∞

𝜙𝑇,𝑗,𝑘 ⋅ 𝑇𝑒𝑜𝑛−𝑗,𝑘

= 𝜙𝐴,0,𝑘 ⋅ 𝑞𝑛,𝑘 + 

𝑗=1

∞

𝜙𝐴,𝑗,𝑘 ⋅ 𝑞𝑛−𝑗,𝑘 + 𝜙𝑇,0,𝑘

⋅ 𝑇𝑒𝑜𝑛,𝑘 + 

𝑗=1

∞

𝜙𝑇,𝑗,𝑘 ⋅ 𝑇𝑒𝑜𝑛−𝑗,𝑘



2.6 表面温度応答係数を用いた熱負荷計算法
2.6.2 室内表面温度の計算（放射収支を考慮）
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全部位の表面温度に関する連立方程式ができる

他の部位の表面温度の関数

𝑇𝑠𝑛,𝑘 = 

𝑗=0

∞

𝜙𝐴,𝑗,𝑘 ⋅ 𝑞𝑛−𝑗,𝑘 + 

𝑗=0

∞

𝜙𝑇,𝑗,𝑘 ⋅ 𝑇𝑒𝑜𝑛−𝑗,𝑘

= 𝜙𝐴,0,𝑘 ⋅ 𝑞𝑛,𝑘 + 

𝑗=1

∞

𝜙𝐴,𝑗,𝑘 ⋅ 𝑞𝑛−𝑗,𝑘 + 𝜙𝑇,0,𝑘

⋅ 𝑇𝑒𝑜𝑛,𝑘 + 

𝑗=1

∞

𝜙𝑇,𝑗,𝑘 ⋅ 𝑇𝑒𝑜𝑛−𝑗,𝑘

𝑞𝑛,𝑘 = ℎ𝑖 ⋅ 𝑇𝑠𝑛,𝑘 − 𝑇𝑒𝑖𝑛,𝑘

𝐴𝑋 ⋅ 𝑇𝑠
= 𝑇𝑟𝑛 ⋅ 𝐹𝐼𝐴
+𝐿𝑟𝑛 ⋅ 𝐹𝐿𝐵
+ 𝐶𝑅𝑋
+ 𝐶𝑉𝐿

室内表面温度の項
室温の項

放射暖房の項
室内透過日射、室外温度の項

畳み込み演算の項

𝑇𝑠𝑛,𝑘 = 𝑊𝑆𝑅𝑛,𝑘 ⋅ 𝑇𝑟𝑛 +𝑊𝑆𝐵𝑛,𝑘 ⋅ 𝐿𝑟𝑛 +𝑊𝑆𝐶𝑛,𝑘 +𝑊𝑆𝑉𝑛,𝑘表面温度の計算式

𝑇𝑒𝑖𝑛,𝑘

=
ℎ𝑐

ℎ𝑖
⋅ 𝑇𝑟𝑛 +

ℎ𝑟

ℎ𝑖
⋅ 𝑇𝑠𝑥𝑛 +

𝑅𝑆𝑛,𝑘
ℎ𝑖

+
𝑓𝑙𝑟𝑘 ⋅  𝐿𝑟𝑛 𝐴𝑘 ⋅ 1 − 𝛽

ℎ𝑖

平均表面温度



2.6 表面温度応答係数を用いた熱負荷計算法
2.6.1 室内空気の熱収支式（室の総合熱収支）

表面温度を室空気の熱収支式に代入

17

𝐵𝑅𝑀𝑜𝑡 ⋅ 𝑂𝑇𝑛 = 𝐵𝑅𝐶𝑜𝑡 + 𝐿𝑐𝑛 + 𝐵𝑅𝐿𝑜𝑡 ⋅ 𝐿𝑟𝑛

𝑇𝑟𝑛 = 𝑋𝑜𝑡 ⋅ 𝑂𝑇𝑛 − 𝑋𝐿𝑟 ⋅ 𝐿𝑟𝑛 − 𝑋𝐶

作用温度𝑂𝑇𝑛、室供給熱量（対流） 𝐿𝑐𝑛、室供給熱量（放射） 𝐿𝑟𝑛のうち
１つを未知数として方程式を解く（未知数以外は与条件）

当該時刻の作用温度𝑂𝑇𝑛が求まれば室温𝑇𝑟𝑛は以下より計算



新たな熱負荷計算法の機能

放射環境を加味した室内環境を設定温度として計算する

放射暖房は、部位の表面での発熱として計算する

計算時間間隔は1時間より短い間隔で実施する（15分程度）

設備機器の能力に応じた室内環境を計算する

放射温度に関する
負荷補正が不要
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2.8 新熱負荷計算法の計算例
（１） 断熱性能の違いに関する計算例

0

5

10

15

20

25

30

35
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実線：室温、破線：室内平均表面温度

同じ温熱環境を得るため、断熱性能が悪いほど
室温を高めにする必要がある → 断熱性能の違いがより顕著に出る
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2.8 新熱負荷計算法の計算例
（２） 暖房方式の違いに関する計算例
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床暖房

実線：室温、破線：室内平均表面温度

同じ温熱環境を得るため、床暖房に比べて対流暖房は室温を
高めにする必要がある
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2.10 新しい計算法における出力特性値と省エネ技術の
評価
分類 内容 現行WEBでの対応 新熱負荷計算法での対応

出力
項目

1熱負荷 ○

計算の途中経過では温熱環境が出力さ
れているが、WEBの計算では熱負荷だ
けを保持している

○

2室温 × ○

3
個々の部位の表面温
度

× 〇

4放射温度 × ○

5室内温熱環境評価 × ○

省エ
ネ技
術

6
空気集熱・床下蓄熱
暖房

× 評価できない ○
集熱温度を計算し、床下を1室として扱
うことで計算

7ダクト式全館空調 △
全室の設定温度を与える負荷計算を行
うことで可能

〇
吹き出しを設けない非居室の成り行き
の温熱環境を再現

8床下エアコン暖房 × 評価できない ○
床下を1室として扱い床下と居室の室間
換気や貫流での熱供給で計算

9通風 △ 通風有無の計算結果DBを用意 ○ 通風量を換気回数で模擬して計算

10放射空調 △
放射環境、上下温度分布に関する補正
係数で対応

○ 表面発熱として作用温度設定で計算

11調湿建材 × ×

12縁側等の緩衝空間 △ 断熱性能、日射取得性能の補正で対応 △ 断熱性能、日射取得性能の補正で対応
13外皮の遮熱 ○ ηA値への反映 ○ ηA値への反映

14
花ブロックの遮へ
い・通風効果

△
ηA値への反映・通風有無の計算結果
DBを用意

△
ηA値への反映・通風量を換気回数で模
擬して計算

15外皮の緑化 ○ ηA値への反映 ○ ηA値への反映

16顕熱蓄熱建材 △
蓄熱有無（有は2レベル）の計算結果
DBを用意

△
将来的に蓄熱評価指標と連携すること
で考える

17潜熱蓄熱建材 × △ 家具等への置換で対応
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2.12 省エネ基準における湿度の目標値に関する調査結
果

今後、機器特性を考慮した水分除去熱量の計算法を整備す
る予定である

住宅を対象に室内湿度の目標値について文献調査を行った

住宅を対象に湿度の推奨範囲が明確に示されている基準は
見当たらないが、冷房時・暖房時の室内湿度の目標範囲と
しては以下とする方法が考えられる

◦ 夏期：温熱環境の観点から室内湿度の目標値は設けない

◦ 冬期：結露の観点から0.012kg/kg(DA)を上限とする

22



2.13 新しい熱負荷計算法の概要と設定条件の検討

項目 内容

計算時間間隔 当面は15分間隔とする（プログラム実装後に再検討する）

室内環境の設定対象 温度：室内作用温度を目標値とする
湿度：絶対湿度0.012kg/kg(DA)を上限とする

多数室の計算 隣室温度を前時刻の室温として単室モデルで解く

室内表面での熱収支 室内表面熱伝達における対流と放射は分離する

床暖房等放射暖房の扱い 室内部位の表面発熱として与える

室内家具のモデルと設定値 当面は室空気の熱容量に12.6kJ/m3Kの顕熱容量を加算する

23

① 地面反射率、外表面の日射吸収率・長波放射率の設定
② 透過日射の室内部位への吸収比率のモデル化
③ 室内伝熱計算時における部位表面間の形態係数の計算法および人体と部位間の形
態係数の設定法

④ すきま風量の設定方法
⑤ 開口部の入射角特性の与え方
⑥ 庇などの外部日除けの計算はどうするか

設定条件の残検討事項



2.14 まとめと今後の課題
2.14.1 まとめ

住宅の省エネ基準に活用することを前提に熱負荷計算法の簡易化
を行った

主な要求事項は以下の通り
◦ 各種省エネ技術の効果を把握できる程度の計算精度を保ちつつ計算の高速
化

◦ 放射を考慮した室内温熱環境が出力可能

◦ 地域性を活かした省エネ技術の評価が可能なこと

壁体非定常熱伝導計算には室外温度・室内表面熱流を励振に室内
表面温度を応答とする計算法が適しており、定式化を行った

負荷計算の室内環境目標値を作用温度とし放射暖房を部位表面で
の発熱とする方法を提案した。これにより現行省エネ基準で採用
されている放射温度補正係数が不要となる

住宅における湿度の目標値について調査した

24



2.14 まとめと今後の課題
2.14.2 課題

設定条件の残検討事項の確定

定式化した簡易熱負荷計算法のプログラムへの実装

応答係数の計算方法

蓄熱性能の評価値の検討

室内水分収支および機器特性を考慮した水分除去熱量の計
算法の確立

25



３．簡易熱負荷計算における入力情報の簡易化

26



３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．１ 目的

設計値

基準値

主2

主1他1

非1

非2非3非4 非5

主2

主1他1

非1

非2非3非4 非5

主2

主1他1

非1

非2非3非4 非5

主2

主1他1

非1

非2非3非4 非5

主2

主1他1

非1

非2非3非4 非5 入力

入力

入力

現行の
省エネ ルギ ー基準

データ ベース
UA値、ηAC値

詳細な
熱負荷計算

熱負荷計算

外皮性能計算
プログ ラム

（外壁の面積と性能）

3.2熱負荷
計算に 必要
な情報

主

他

非

入力
情報
レベル
①

簡易
熱負荷
計算

簡略な 建物モデ ル

外皮性能計算
プログ ラム

＋用途別床面積

3.5②
内壁面積
の推定

3.5③
外壁を
用途別に
割り振り

負
荷

負
荷

負
荷

入力

簡易
熱負荷
計算

3.5②
内壁面積
の推定

入力

入力
情報
レベル
②

入力
情報
レベル
③

建物モデ ル
の簡略化
による差

入力情報
レベルに
よる差

（推定 精度 ）

主

他

非

主
主 他1～4

非

負
荷

簡易
熱負荷
計算

基準値

簡略な 建物モデ ル

主
主 他1～4

非

基準値

設計値

同じ面積

3.4建物モデ ル
の簡略化

3.3外皮性能
に関する基準
値の 設定 条件

UA値、ηAC値
基準値

外皮性能計算
プログ ラム

＋外 皮の用途別情報
用途別床面積

外皮性能計算プログ ラム
＋外 皮の用途別情報

内壁面積

判定

3.2 熱負荷計算に必要な
情報について整理する

3.4 建物モデルの簡略化
について検討する

3.5 簡易化された入力情報
の推定方法を検討する
①負荷計算のための
調整等

②内壁面積
③外壁を用途別に
割り振り

3.3 外皮性能に関する
基準値の設定条件を
整理する
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．２ 熱負荷計算に必要な情報の整理

―室（主たる居室／その他居室4室／非居室／床下）
∟室気積 天井高2.4mとして床面積より算出
∟外気流入量（換気＋漏気）・室間換気量 室用途と室気積より算出
∟家具熱容量 室気積より算出
∟内部発熱 床面積等より与える
∟空調方式
∟外皮（床／天井／北／南／東／西／界壁／界床／界天井）

∟層構成
∟η値 層構成より算出
∟面積 ※屋根断熱の場合の面積の取り方

∟窓（天窓／北／南／東／西）
∟U値
∟η値・日射透過率値τ（季節別）
∟面積

∟内壁（主たる居室―その他の居室／主たる居室―非居室／その他の居室―非居室）
∟層構成
∟面積

∟土間床 ※床の断熱性能に反映させるか
―床下

∟層構成
∟面積
∟外気流入量・室間換気量 室気積より算出

入力または推定による項目
決め打ちまたは他の項目よ
り求める項目
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．３ 外皮性能に関する基準値の設定

・基準値計算のための住宅モデルは、設計住戸の外皮面積とする。
・外皮について、極力、UA値、ηA値の基準値を満たすように、
基準値計算用の住宅のU値（仕様規定の部位別U値に比例）と窓のη値を決定する。

《基準値計算のためのU値、η値決定方法のイメージ》

・UA値が基準値を満たすように、U値調整用係数fUを決定する。

・基準値ηC,A、ηH,Aを満たすように、窓のηC値、ηH値を決定する。

※実際には、窓のη値が0以上0.88以下、U値の下限値・上限値等の条件がかかる。

ηA,C × A外
100

= ηC × 

i

A窓,i × fj,C × νj,C

+ 0.034 ×  
k=屋根・天井,外壁,ドア

Uk ×  i Ak,i × νj,C

基準値 設計住戸

調整 設計住戸

設計住戸

UA × A外 = fU ×  

k=外皮

U
k,基 × 

i

Ak,i × Hi

調整基準値

仕様規定より 設計住戸設計住戸
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．３ 外皮性能に関する基準値の設定

UA × A外 = fU ×  

k=屋根・天井,床,外壁,界壁,界床,窓,ドア

U
k,基 × 

i

Ak,i × Hi

基準値

ηA,C × A外
100

= ηC × 

i

A窓,i × fj,C × νj,C

+ 0.034 ×  
k=屋根・天井,外壁,ドア

Uk ×  i Ak,i × νj,C

基準値
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日
射
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．４ 建物モデルの簡略化

建物モデルの簡略化の案
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住宅性能評価機関等連絡協議会：ベンチマークテスト
の結果による温熱環境(年間暖冷房負荷計算方法)に関
する試験ガイドライン,平成16年4月15日決定
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．４ 建物モデルの簡略化 ３．４．２ 居室間の内壁等を完全断熱とする影響

ベンチマークテストプラン

居室間の内壁等を
完全断熱とすると

負荷を小さく見積もる
（暖房約15→11GJ/年）

床 天井 内壁

計算条件 設定

6地域

壁体構成はベンチマークテストのU値（壁0.39W/
㎡K、床0.27W/㎡K、天井0.23W/㎡K、窓4.65W/㎡
K。UA値0.72W/㎡K）となるよう、省エネルギー
基準の壁体構成で断熱材厚を調整
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居室間の内壁等考慮 居室間の内壁等考慮



計算条件 設定

6地域

壁体構成はベンチマークテストのU値（壁0.39W/
㎡K、床0.27W/㎡K、天井0.23W/㎡K、窓4.65W/㎡
K。UA値0.72W/㎡K）となるよう、省エネルギー
基準の壁体構成で断熱材厚を調整

３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．４ 建物モデルの簡略化 ３．４．３ 隣室温度差係数により内壁等を考慮
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隣室温度差係数を
0.15とすると負荷を
小さく見積もる

温度差係数を使用する室の室温と
温度差係数より求められる室温に差

床 天井 内壁
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．５ 簡易化された入力情報の推定方法

①外皮性能計算プログラム＋外皮用途別情報＋内壁情報

簡略化した建物モデルで実際に負荷計算を行うための調整等

【外壁】
・平均熱貫流率が一致するように、均一な部位に置き換える。
（例：土間床→床の熱貫流率低減、熱橋→隣接する外壁等の熱貫流率低減）

・和室・寝室・子供室1・子供室2の4室（8帖：8帖：6帖：6帖）に割り付ける。
【内壁】
・（案）居室―非居室間の熱移動を考慮する。ただし上下階での熱移動は考慮しない。
主居室―他居室間、他居室―他居室間や、上下階での熱移動の扱いは要検討。

【窓】
・窓の日射透過率τは、日射取得係数ηに等しいとする。

【天井高・室容積】
・天井高は2.4ｍ（床下は0.4ｍ）として、用途別床面積より算出する。

【換気・漏気】
・常時換気は、0.5回/hを居室より床面積案分で給気し、非居室より排気する。
・漏気は、自立循環型住宅への設計ガイドライン（改修版）の検討が完了後に検討。

【内部発熱】
・照明は、省エネルギー基準の照明用エネルギーの計算方法を参考に与える。
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．５ 簡易化された入力情報の推定方法

②外皮性能計算プログラム＋外皮用途別情報

主たる居室―非居室間、その他居室―非居室間は、
幅1m、高さ2m以上の通路等で繋がっていると想定して2㎡以上とする

階高は一定値hを仮定

A主,床

A主,外を差し引いた
面積をA主,内とする

A主,外

A主,内

A主,床

h

A主,床

周長がa倍となる
平面を仮定

※aが大きいほど、
壁面積を大きく
見積もる

正方形

A主,床

長方形

1 面積が用途別床面積
A主,床に一致する正方形

2 面積がA主,床に一致して
周長が正方形のa倍となる
長方形

3 底面周長が4a√A主,床で
高さがhの直方体

周長：4√A主,床 周長：4a√A主,床

周長：4a√A主,床

4 A主,内＝直方体表面積－A主,外
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．５ 簡易化された入力情報の推定方法

③外皮性能計算プログラム＋簡単な追加情報

①各用途の方位別外壁面積の割合は、
各用途の床面積の割合と等しいと仮定して、
各用途の方位別外壁面積を求める。

A主,i,j

A主A他

A非

A他,i,j

A非,i,j

②基礎等の外周の長さについても
同様に割り振る。

L主,i,j

A主A他

A非

L他,i,j

L非,i,j
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３．熱負荷計算における入力情報の簡易化
３．６ 今後の検討課題

・その他居室の室数やスケジュールの与え方

・様々なプランでの補完の精度の確認。
熱負荷およびエネルギー消費量の
基準値と設計値の確認。
－戸建／集合、構造別、階数別、
オープンプラン、二世帯住宅 など

→感度解析用プログラム（右図）を
用いて確認を行う予定

・内壁貫流熱について、居室間や、上下階での熱移動の扱いを、
計算の簡略化、入力の簡略化の観点から検討する必要がある。

・土間床は、床の断熱性能低減として扱うか、線熱貫流率と床面積案分した長さで
扱うか。基礎断熱はどのように扱うか。（計算方法と関連）

・小屋裏を計算しない方針において、屋根断熱の入力はどのように行うか。
天井断熱は屋根裏を外気温度として計算するか。（計算方法と関連）
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